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デリバティブ取引情報

資料編

●株式関連取引
　該当ありません。

●商品関連取引
　該当ありません。

●債券関連取引
　該当ありません。

●クレジット・デリバティブ取引
　該当ありません。

●金利関連取引  

●通貨関連取引

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
　 割引現在価値等により算定しております。

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。

区分

店

　頭

金
融
商
品
取
引
所

金利オプション

種　類

金利先渡契約

金利オプション

金利先物
売建
買建
売建
買建
売建
買建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売建
買建
売建
買建

合　計

平成29年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超
-
-
-
-
-
-

1,374

△ 661
-
-
-

11

△ 7
716

-
-
-
-
-
-

1,374

△ 661
-
-
-
-
-

712

-
-
-
-
-
-

64,962
64,962

-
-
-

35
35

-
-
-
-
-
-

72,013
72,013

-
-
-

35
35

-
-
-
-
-
-

2,037

△ 1,027
-
-
-

11

△ 7
1,014

-
-
-
-
-
-

2,037

△ 1,027
-
-
-
-
-

1,010

-
-
-
-
-
-

86,432
86,432

-
-
-

58
58

-
-
-
-
-
-

91,348
91,348

-
-
-

58
58

平成28年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

区分

店

　頭

金
融
商
品
取
引
所

種　類

通貨先物

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他

売建
買建
売建
買建

売建
買建
売建
買建
売建
買建

合　計

平成29年3月31日

-
-
-
-
-

△ 2,052
570
83
 23

-
-

△1,375

-
-
-
-
-

△ 2,052
570

△ 356
356

-
-

△1,481

-
-
-
-
-

2,322
2,186
5,427
5,427

-
-

-
-
-
-
-

87,685
59,665
12,757
12,757

-
-

-
-
-
-
-

△ 19
258
57
 92

-
-

388

-
-
-
-
-

△ 19
258

△ 573
573

-
-

238

-
-
-
-
-

3,112
2,884
6,085
6,085

-
-

-
-
-
-
-

36,969
61,727
20,345
20,345

-
-

平成28年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

金利スワップ

その他

1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた
元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ
取引に係る市場リスクを示すものではありません。

●金銭の信託関係
●運用目的の金銭の信託

●満期保有目的の金銭の信託
　該当ありません。

●その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
　該当ありません。

運用目的の金銭の信託

平成28年3月31日

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

2,878 -

平成29年3月31日

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

48,151 -

●その他有価証券評価差額金
　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

評価差額

（△）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

その他有価証券
その他の金銭の信託

531,413
531,413

-

△ 160,589

370,823

392,455
392,455

 -

△ 118,173

274,282

平成29年3月31日平成28年3月31日

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●金利関連取引 （単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

金利スワップの
特例処理

原則的処理
方法

種　類 主なヘッジ
対象

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定

貸出金、
その他有価証券（債券）、
預金等の有利息の
金融資産・負債

合　計

平成29年3月31日

契約額等 時価

うち1年超

平成28年3月31日

契約額等 時価

うち1年超

（注）1. ヘッジ対象とヘッジ手段を紐付けする方法のほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第24号　平成14年２月13日）に基づき、繰延ヘッジ(キャッシュ・フローを固定するヘッジ）によっております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。

金利
スワップ

金利
スワップ

金利先物
金利オプション
その他

-

△ 2,487

-

-

-

-

85,585

-

-

-

-

-

-

-

-

65,463

-

-

-

-

-

△ 2,487

-

△ 3,824

-

-

-

-

79,642

-

-

-

-

-

-

-

-

79,401

-

-

-

-

-

△ 3,824

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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デリバティブ取引情報

資料編

●株式関連取引
　該当ありません。

●商品関連取引
　該当ありません。

●債券関連取引
　該当ありません。

●クレジット・デリバティブ取引
　該当ありません。

●金利関連取引  

●通貨関連取引

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
　 割引現在価値等により算定しております。

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。
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金
融
商
品
取
引
所

金利オプション

種　類

金利先渡契約

金利オプション

金利先物
売建
買建
売建
買建
売建
買建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売建
買建
売建
買建

合　計

平成29年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超
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-
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1,374
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-

11

△ 7
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11
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平成28年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

区分

店
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商
品
取
引
所

種　類

通貨先物

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他

売建
買建
売建
買建

売建
買建
売建
買建
売建
買建

合　計

平成29年3月31日

-
-
-
-
-

△ 2,052
570
83
 23

-
-

△1,375

-
-
-
-
-

△ 2,052
570

△ 356
356

-
-

△1,481

-
-
-
-
-

2,322
2,186
5,427
5,427

-
-

-
-
-
-
-

87,685
59,665
12,757
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-
-

-
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-
-
-

△ 19
258
57
 92

-
-

388

-
-
-
-
-

△ 19
258

△ 573
573

-
-

238

-
-
-
-
-

3,112
2,884
6,085
6,085

-
-

-
-
-
-
-

36,969
61,727
20,345
20,345

-
-

平成28年3月31日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

金利スワップ

その他

1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた
元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ
取引に係る市場リスクを示すものではありません。

●金銭の信託関係
●運用目的の金銭の信託

●満期保有目的の金銭の信託
　該当ありません。

●その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
　該当ありません。

運用目的の金銭の信託

平成28年3月31日

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

2,878 -

平成29年3月31日

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

48,151 -

●その他有価証券評価差額金
　貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

評価差額

（△）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

その他有価証券
その他の金銭の信託

531,413
531,413

-

△ 160,589

370,823

392,455
392,455

 -

△ 118,173

274,282

平成29年3月31日平成28年3月31日

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●金利関連取引 （単位：百万円）

ヘッジ会計の
方法

金利スワップの
特例処理

原則的処理
方法

種　類 主なヘッジ
対象

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定

貸出金、
その他有価証券（債券）、
預金等の有利息の
金融資産・負債

合　計

平成29年3月31日

契約額等 時価

うち1年超

平成28年3月31日

契約額等 時価

うち1年超

（注）1. ヘッジ対象とヘッジ手段を紐付けする方法のほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第24号　平成14年２月13日）に基づき、繰延ヘッジ(キャッシュ・フローを固定するヘッジ）によっております。

2. 時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。
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金利オプション
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△ 2,487

-

-

-

-
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-

-

-

-

-

-

-

-

65,463

-

-

-

-

-

△ 2,487

-

△ 3,824

-
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-

-

79,642

-

-

-

-

-

-

-

-

79,401

-

-

-
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-

△ 3,824

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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●株式関連取引
　該当ありません。

●債券関連取引
　該当ありません。

（単位：百万円）

契約額等 時価

うち1年超

●通貨関連取引  

ヘッジ会計の
方法

為替予約等の
振当処理

原則的処理
方法

種　類 主なヘッジ
対象

通貨スワップ
為替予約
その他
通貨スワップ
為替予約

外貨建の有価証券等

合　計

平成29年3月31日平成28年3月31日

契約額等 時価

うち1年超

（注）1. 主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日）
に基づき、繰延ヘッジによっております。

2. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

△ 1,454

-

-

-

-

23,635

-

-

-

-

-

-

-

-

-

△ 1,454

1,587

-

-

-

-

22,536

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1,587

平成29年3月期

外貨建資産

●外貨建資産 （単位：百万米ドル）

仕向為替

被仕向為替

合計

平成29年3月期

4,327

530

6,042

71

10,972

●外国為替取扱高
（単位：百万米ドル）

売渡為替
買入為替
支払為替
取立為替

国際業務

（注）現金自動支払機（CD）は設置しておりません。

店舗内

現金自動預入支払機（ATM）

セブン銀行との
提携による共同ATM

店舗外 合　計

平成29年3月期

店舗内 店舗外 合　計

621

-

403

23,368

1,024

23,368

621

-

401

22,472

1,022

22,472

●自動機器設置状況
（単位：台）

口数

送金為替

代金取立

金額

平成29年3月期

口数 金額

17,941

21,772

72

77

18,418,695

19,120,261

107,535

241,357

18,799

22,653

75

82

19,197,203

19,960,384

116,654

163,477

●内国為替取扱高
（単位：千口、百万円）

各地へ向けた分　
各地より受けた分
各地へ向けた分　
各地より受けた分

その他

従業員の状況

従業員数
　男性
　女性
平均年齢
平均勤続年数
平均給与月額

平成29年3月31日

3,428

1,902

1,526

36歳8か月
12年4か月
383,620円

平成28年3月期

2,062

平成28年3月期

3,940

350

6,148

84

10,523

平成28年3月期

平成28年3月期

平成28年3月31日

3,410

1,930

1,480

36歳8か月
12年2か月
389,342円

（単位：人）

（注）1. 従業員数は、嘱託および臨時従業員計（平成28年3月31日431人、平成29年3月31日450人）を含んでおりません。
　　　2. 平均給与月額は、3月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。

2,806

●資本金の推移

株式・資本の状況

株式の状況(1単元の株式数1,000株）

金融機関
区分 金融商品

取引業者
政府及び

地方公共団体 計

2

750

0.20

65

161,547

42.83

40

5,165

1.37

384

68,353

18.12

 1
10

0.00

410

94,470

25.04

7,302

46,967

12.44

8,204

377,262

100.00

�-

1,941,441

-

●株式の所有者別状況 （平成29年 3月31日現在）

個人
その他

単元未満
株式の状況
(株)

その他の
法人

外国法人等

個人以外 個人

(注) 自己株式1,159,574株は「個人その他」に1,159単元、「単元未満株式の状況」に574株含まれております。
　　　

資本金増減
資本金残高

平成25年4月1日～
平成26年3月31日

-

42,103

平成27年4月1日～
平成28年3月31日

-

42,103

平成28年4月1日～
平成29年3月31日

-

 42,103

平成26年4月1日～
平成27年3月31日

-

42,103

平成24年4月1日～
平成25年3月31日

-

42,103

株主数（人）
所有株式数（単元）
所有株式数の割合（％）

（単位：百万円）


